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2026年1月期の振り返りとして、業績は計画と比べてどのような結果となりましたか？

2026年1月期決算内容に関する機関投資家からの質問に対するご回答（一部）

　2026年3月16日に開示しました決算短信及び決算説明資料につきまして、機関投資家から頂きました質問の
うち多かった内容のご回答を一部掲載いたします。

業績が期初の想定から上振れし、昨年12月に当初の計画から修正を行いました。それ以降は、
売上・利益とも順調に推移し、概ね計画通りの結果となっております。

2026年1月期業績の好調要因は何ですか？

アプリクーポンの週次配信やインフルエンサーによる当社店舗・商品に関する情報発信により、
来店頻度の向上に繋がったことが好調の要因と考えております。

山岡家のビジネスモデルを教えてください。

当社は24時間・年中無休を基本として、ロードサイドを中心に全店直営で出店しております。
スープやチャーシュー、ネギは店内で仕込み、出来る限り手作りにこだわり新鮮で美味しい商品を
提供し、他の飲食チェーンとの差別化を図っております。
また、経営ビジョンとして、全国の皆様に当社商品をお届けできるよう、300店舗・全国47都道府県
出店を掲げ、実現に向けて取り組みを進めております。

コスト上昇に対しての値上げに対する考え方や、今期の値上げについて教えてください。

当社は、値上げに関し、食材仕入価格の上昇分を目安に価格の改定を行う方針としております。
現在の最低価格である690円は出来る限り維持し、客数の減少に繋がらないよう値上げは最小限
に止めております。また、2026年4月時点で値上げの予定はございません。

2026年1月期の第4Qの利益が低い理由は何ですか？

当社は計画値を上回る利益が出たときに、その一部を決算賞与として従業員へ支給しています。
2026年1月期も第4Qに決算賞与を販管費として計上したことが主な理由です。

今期計画の既存店売上高の前年比107％の計算根拠は？

前年比107％は、客数増加による売上上昇を計画値に反映して算出した数値となります。
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アフリカ豚熱発生によるスペイン産豚肉の輸入禁止の影響はありますか？

イラン情勢の緊迫化によるホルムズ海峡封鎖の影響はどの位になると想定していますか？

2027年1月期の計画で、当期純利益が微減している理由を教えてください。

2026年1月期は賃上げ促進税制による税の控除がありましたが、今期計画で当政策による税の
控除分を外したことが主な要因として挙げられます。

25件となっております。

都心への出店は、立地や家賃など良い条件の物件がありましたら検討したいと考えております。
但し、当社はロードサイド中心での出店方針であり、積極的な出店は考えておりません。

ガス単価の上昇や、原油由来のナフサを原料とする資材関係の一部値上がりを懸念しておりま
す。業績に影響が出る場合は速やかに開示いたします。

決算発表から4月下旬までの機関投資家との面談件数はどれくらいでしょうか？

2028年1月期に配当性向20％を目標としているが、それ以降の株主還元策を教えてください。

まずは、中期経営計画で開示しております配当性向20％の達成を最優先しております。また、
2027年1月期配当は30円を予定しており、配当性向は計画値ベースで16.3％となる見込みです。
それ以降の株主還元策は現在は決まっておりませんが、決まり次第速やかに開示いたします。

今期の15店舗出店は可能でしょうか？

4月時点で11店舗の契約が完了し候補物件も出ておりますので、現時点で15店舗の出店は可能
と考えております。

都心への出店は行なわないのでしょうか？

公式アプリ会員の直近での年齢構成や男女比の傾向を教えてください。

2026年1月末時点のアプリ会員のデータ上では20歳代が一番多く全体の35％を占めており、
続いて30歳代、40歳代と続きます。また、男女比はおおよそ7：3の構成で、以前の40歳代・男性中
心の客層から、若年層や女性のお客様が増加している傾向が見られます。

現在、当社で使用している豚肉につきましては、品質を厳選して複数国から調達しております。
また、輸入食材については、豚肉も含め一定数量を国内に備蓄しております。

国内での特定技能外国人の受け入れ停止による影響はありますか？

特定技能外国人の受け入れは3年前から行っており現在15名在籍しておりますが、正社員全体
の2％程度の人数であり、影響は軽微であると考えております。


